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1. 16年 2月期の業績（平成15年 2月21日～平成16年 2月20日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 2月期      108,777    23.2      11,653    43.0      11,911    43.5

15年 2月期       88,259    12.1       8,148    22.7       8,302    21.8

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
16年 2月期        7,039    48.6        312.93        310.54    15.8    15.9    11.0

15年 2月期        4,738    45.4        219.96        216.89    14.1    13.7     9.4

(注 )1.期中平均株式数 16年 2月期     22,496,027株 15年 2月期     21,541,792株
2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
16年 2月期          15.00          7.00          8.00         345     4.8     0.7

15年 2月期          15.00          7.00          8.00         326     6.9     0.9

(注 )16年 2月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭－ － － －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 2月期       85,875      50,904     59.3       2,168.86

15年 2月期       63,833      37,993     59.5       1,705.22

(注 )1.期末発行済株式数 16年 2月期     23,470,485株 15年 2月期     22,280,858株
2.期末自己株式数 16年 2月期          1,235株            812株15年 2月期

2. 17年 2月期の業績予想 （平成16年 2月21日～平成17年 2月20日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期       60,500       6,400       3,700          7.00－ －

通 期      129,000      13,500       7,700－           8.00         15.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )         273円 38銭

（ 注 ） １ 株 当 た り 予 想 当 期 純 利 益 （ 通 期 ） は 、 分 割 後 （ １ →1.2株 ） の 発 行 済 株 式 数28,166,064株 で
　 　 　 算 出 し て お り ま す 。 な お 、 上 記 の 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 に つ い て は 、 添 付 資 料 の ５ ペ ー ジ を 参
　 　 　 照 し て 下 さ い 。
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13.個別財務諸表等 

(1) 財 務 諸 表 

 ① 貸 借 対 照 表                                                     （単位：百万円） 
前事業年度 当事業年度 増     減 

(平成 15 年 2 月 20 日現在) (平成 16 年 2 月 20 日現在) (△印減)                        期    別 
科    目 

金      額 構成比 金      額 構成比 金        額 

（資 産 の 部）   %   %   
Ⅰ 流動資産          
   １．現金及び預金  2,137   2,207   70  
   ２．受取手形  14   11   △2  
   ３．売掛金  2,215   2,619   404  
   ４．商品  10,348   10,525   176  
   ５．前渡金  824   841   16  
   ６．前払費用  310   468   158  
   ７．繰延税金資産  382   763   380  
   ８．未収入金  473   705   232  
   ９．その他の流動資産  360   495   135  
        貸倒引当金  △7   △4   2  
  流動資産合計  17,059  26.7 18,633  21.7 1,574  
Ⅱ 固定資産          
  (1) 有形固定資産          
   １．建物  16,577   19,204   2,626  
   ２．構築物  1,251   1,372   120  
   ３．機械装置  49   54   4  
   ４．車両運搬具  34   25   △9  
   ５．工具器具備品  195   261   66  
   ６．土地  7,581   14,588   7,007  
   ７．建設仮勘定  263   2,652   2,388  
  有形固定資産合計  25,954  40.7 38,159  44.4 12,204  
  (2)無形固定資産          
   １．借地権  349   349   -  
   ２．ソフトウェア  41   81       39  
   ３．施設利用権  46   44   △2  
  無形固定資産合計  437  0.7 474  0.6 37  
  (3)投資その他の資産          
   １．投資有価証券  427   539          112  
   ２．関係会社株式  525   1,535   1,010  
   ３．出資金  209   208          △1  
   ４．長期貸付金  544   475   △68  
   ５．破産更生債権  609   －   △609  
   ６．長期前払費用  947   1,952   1,004  
   ７．繰延税金資産  657   627   △30  
   ８．差入保証金・敷金  16,847   21,761   4,913  
   ９．為替予約繰延ヘッジ損失  －   1,291   1,291  
 １０．その他の投資等  234   225   △8  
      貸倒引当金  △620   △10   610  
     投資その他の資産合計  20,382  31.9 28,607  33.3 8,225  
   固定資産合計  46,774  73.3 67,241  78.3 20,467  

   資産合計 63,833  100.0 85,875  100.0 22,041  
         

（注） 百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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（単位：百万円） 

前事業年度 当事業年度 増     減 

(平成 15 年 2 月 20 日現在) (平成 16 年 2 月 20 日現在) (△印減)                        期    別 
科    目 

金      額 構成比 金      額 構成比 金        額 

（負 債 の 部）   %   %   

Ⅰ 流動負債          
   １．支払手形  693   451   △242  
   ２．買掛金  5,787   7,101       1,314  
   ３．短期借入金  4,591   5,276   685  
   ４．未払金  2,309   2,673       363  
   ５．未払法人税等  2,023   3,597       1,574  
   ６．未払消費税等  187   622         434  
   ７．前受金  2,384   2,606   222  
   ８．賞与引当金  395   532   136  
  ９．その他の流動負債  219   310          90  
   流動負債合計  18,593  29.1 23,172  27.0     4,579  
Ⅱ 固定負債          
   １．長期借入金  4,865   8,099       3,233  
   ２．退職給付引当金  793   910   117  
   ３．役員退職慰労引当金  173   191   17  
   ４．預り保証金・敷金  1,177   1,101   △76  
  ５．為替予約  －   1,291   1,291  
   ６．その他の固定負債  236   203   △32  

   固定負債合計  7,246  11.4 11,799  13.7     4,552  

負債合計 25,840  40.5 34,971  40.7     9,131  

（資 本 の 部）         
Ⅰ 資本金  9,502  14.9 －  － △9,502  
Ⅱ 資本準備金  9,638  15.1 －  － △9,638  
Ⅲ 利益準備金  500  0.8 －  － △500  
Ⅳ その他の剰余金          
   １．任意積立金          
      別途積立金  13,600   －   △13,600  
   ２．当期未処分利益  4,749   －   △4,749  
その他の剰余金合計  18,349  28.7 －  － △18,349  
Ⅴ その他有価証券評価差額金  6  0.0 －  － △6  
Ⅵ 自己株式  △3  △0.0 －  － 3  

資本合計 37,993  59.5 －  － △37,993  
      

Ⅰ 資本金 
 
－ 
 
－ 12,573 

 
14.6 12,537  

    Ⅱ 資本剰余金 
   １.資本準備金 

 
－ 
 
 

 
12,709 

 
 12,709  

－  － 12,709  14.8 12,709  
        
－   500   500  
        
－   17,900   17,900  
－ 
  7,153   7,153  

   資本剰余金合計 

Ⅲ 利益剰余金 
   １. 利益準備金 

   ２．任意積立金 

    別途積立金 
   ３．当期未処分利益 

   利益剰余金合計 －  － 25,553  29.8 25,553  
Ⅳ その他有価証券評価差額金 －  － 73  0.1 73  
Ⅴ 自己株式 －  － △5  △0.0 △5  
 資本合計 －  － 50,904  59.3 50,904  
 負債及び資本合計 63,833  100.0 85,875  100.0 22,041  
         

（注） 百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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② 損 益 計 算 書                                                        （単位：百万円） 
前事業年度 当事業年度 増    減 

自 平成14年2月21日 自 平成15年2月21日 [
至 平成15年2月20日 

］[
至 平成16年2月20日 

］ (△印減) 
                      期   別 
 
科   目 

金      額 百分比 金      額 百分比 金   額 増減率 

  %  %  % 
Ⅰ 売上高 88,259  100.0 108,777  100.0 20,517  23.2 
Ⅱ 売上原価 46,212  52.4 53,476  49.2 7,263  15.7 
   売上総利益 42,046  47.6 55,301  50.8 13,254  31.5 
Ⅲ 販売費及び一般管理費 33,898  38.4 43,647  40.1 9,748  28.8 

   営業利益 8,148  9.2 11,653  10.7 3,505  43.0 
Ⅳ 営業外収益          
 １．受取利息・配当金 156   90   △65   
 ２．賃貸料収入 387   600   213   
 ３．その他 219   260   40   
   営業外収益計 763  0.9 951  0.9 188  24.7 
Ⅴ 営業外費用          
 １．支払利息 163   147   △15   
 ２．新株発行費 51   40   △11   
 ３．賃貸料原価 369   434   65   
 ４．その他 25   71   45   

   営業外費用計 609  0.7 694  0.6 84  13.8 
   経常利益 8,302  9.4 11,911  11.0 3,609  43.5 
Ⅵ 特別利益          
 １．固定資産売却益 4   1   △3   
 ２．貸倒引当金戻入益 127   141     13   
 ３．受取違約金 －   4   4   
   特別利益計 131  0.1 147  0.1 15  11.5 
Ⅶ 特別損失          
 １．固定資産除却損 86   7   △79   
 ２．支払賠償金等 －   50   50   
 ３．退店違約金等 99   27   △72   
 ４．その他 19   0   △19   
   特別損失計 205  0.2 85  0.1 △120  △58.4 
   税引前当期純利益 8,228  9.3 11,972  11.0 3,744  45.5 
   法人税、住民税及び事業税 3,514  3.9 5,329  4.9 1,814  51.6 
   法人税等調整額 △24  △0.0 △395  △0.4 △371  1520.3 
   当期純利益 4,738  5.4 7,039  6.5 2,301  48.6 
   前期繰越利益 159   271   111   
   中間配当額 148   157   8   

   当期未処分利益 4,749   7,153   2,404   
          
（注）百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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③ 利 益 処 分 案                                                           (単位：百万円) 

前事業年度 当事業年度 増        減                      期   別 
科   目 (平成 15 年 2 月期) （平成 16 年 2 月期） （△印減） 
       
Ⅰ当期未処分利益 4,749  7,153  2,404  
       
これを次のとおり処分します。       
       
Ⅱ利益処分額 4,478  6,787  2,309  
       
     株主配当金 178  187  9  
       
      (1 株につき 8 円 00 銭) (1 株につき 8 円 00 銭)    
       
     別途積立金 4,300  6,600  2,300  
       
Ⅲ次期繰越利益 271  365  94  
       
（注）１．平成 16 年 2 月期は、平成 15 年 11 月 4 日に 157 百万円（１株につき７円）の中間配当を実施いたし

ました。 
２．百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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重要な会計方針 

前事業年度 当事業年度 
自 平成 14 年 2 月 21 日 自 平成 15 年 2 月 21 日 

       期 別 
 項 目 ［ 

至 平成 15 年 2 月 20 日 
］ ［ 

至 平成 16 年 2 月 20 日 
］ 

(1)子会社株式 

総平均法による原価法を採用しておりま
す。 

(1)子会社株式 

同    左 
１. 有価証券の評価基準及び
評価方法 

(2)その他の有価証券 

 時価のあるもの 
  期末日の市場価格等に基づく時価法（評
価差額は全部資本直入法により処理し、売
却原価は総平均法により算定）を採用して
おります。 
 時価のないもの 
 総平均法による原価法を採用しており
ます。 

(2)その他の有価証券 

 時価のあるもの 
同    左 

 
 
 

 時価のないもの 
同    左 

２．デリバティブ等の評価基
準及び評価方法 

(1)デリバティブ 

時価法 

(1)デリバティブ 

同    左 

３. たな卸資産の評価基準及
び評価方法 

移動平均法による原価法を採用しており
ます。 

同    左 
 

４．固定資産の減価償却の方
法 

(1)有形固定資産 
定率法を採用しております。 
 ただし、平成 10 年４月１日以降取得の
建物（建物付属設備は除く）は定額法を
採用しております。 
 なお、主な耐用年数はつぎのとおりで
あります。 
建物及び構築物      8 年～47 年 
機械装置及び運搬具    2 年～12 年 
 
 
 また、事業用借地権設定契約に基づく
借地権上の建物については借地期間を耐
用年数とし、残存価額を零とする定額法
によっております。 
 なお、上記に係る耐用年数は主に 20 年
であります。 

(1)有形固定資産 
定率法を採用しております。 
 ただし、平成10 年４月１日以降取得の
建物（建物付属設備は除く）は定額法を
採用しております。 
 なお、主な耐用年数はつぎのとおりで
あります。 
建物               8 年～47 年 
構築物             10 年～40 年 
機械装置             7 年～12 年 
車輌運搬具            4 年～ 5 年 
 また、事業用借地権設定契約に基づく
借地権上の建物については借地期間を耐
用年数とし、残存価額を零とする定額法
によっております。 
   なお、上記に係る耐用年数は主に 20 年  
   であります。 

 (2)無形固定資産 
定額法を採用しております。 
 ただし、自社利用のソフトウェアにつ
いては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。 

(2)無形固定資産 
同         左 

 (3)長期前払費用 
定額法を採用しております。 

(3)長期前払費用 
同    左 

 

５．繰延資産の処理方法  新株発行費は支出時に全額費用として処
理しております。 

同    左 

６．外貨建の資産及び負債の
本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替
相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

同    左 
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前事業年度 当事業年度 

自 平成 14 年 2 月 21 日 自 平成 15 年 2 月 21 日 
       期 別 
 項 目 ［ 

至 平成 15 年 2 月 20 日 
］ ［ 

至 平成 16 年 2 月 20 日 
］ 

７．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 
 売掛金、貸付金等の債権の貸倒損失に
備えるため、一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等の特定の債
権については個別に回収可能性を勘案し
回収不能見込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同    左 

 (2)賞与引当金 
 従業員の賞与の支給に備えるため、当
期末以前１年間の支給実績を基準にし
て、当期に対応する支給見込額を計上し
ております。 

(2)賞与引当金 
同    左 

(3)退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当期
末における退職給付債務および年金資産
の見込額に基づき計上しております。 

(3)退職給付引当金 

同    左 
 

また、数理計算上の差異は、各事業年
度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（10 年）による
定額法により按分した額をそれぞれ発生
の翌事業年度から費用処理することとし
ております。 

 

 (4)役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支給に備えるた
め、当社内規に基づく期末要支給額を計
上しております。 

(4)役員退職慰労引当金 
同         左 

 

８．リース取引の処理方法   リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理によっております。 

同         左 

９．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理によっております。 
(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 
  為替予約・金利スワップ取引 
 ヘッジ対象 
外貨建仕入債務・借入金利息 

(3)ヘッジ方針 
為替予約は、為替相場変動リスクの低
減のため、対象債務の範囲内でヘッジを
行っております。 
金利スワップ取引は、変動金利を固定
金利に変換するため、対象債務の範囲内
でヘッジを行っております。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 
デリバティブ取引に関する社内規定に
基づき、半年毎にヘッジの有効性の確認
を行っております。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同         左 
(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
 ヘッジ手段 

同         左 
 ヘッジ対象 

同         左 
(3)ヘッジ方針 

同         左 
 
 
 
 
 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 
同         左 
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前事業年度 当事業年度 

自 平成 14 年 2 月 21 日 自 平成 15 年 2 月 21 日 
       期 別 
 項 目 ［ 

至 平成 15 年 2 月 20 日 
］ ［ 

至 平成 16 年 2 月 20 日 
］ 

10．その他財務諸表作成のため
の重要な事項 

 (1)消費税等の会計処理 
 税抜方式によっております。 
 

―――――――― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

―――――――― 
 

 (1)消費税等の会計処理 
同         左 
 

 (2)自己株式及び法定準備金等に関する会計基 
    準 
当期より「自己株式及び法定準備金の取
崩等に関する会計基準」（企業会計基準委員
会 平成 14 年２月 21 日 企業会計基準第１
号）を適用しております。この変更に伴う損
益に与える影響は、軽微であります。 
なお、財務諸表等規則の改正により当期
における貸借対照表の資本の部については、
改正後の財務諸表等規則により作成してお
ります。 
 

 (3)１株当たり当期純利益に関する会計基準 
  等 
 当期より「１株当たり当期純利益に関する
会計基準」（企業会計基準委員会 平成 14 年
９月 25 日 企業会計基準第２号）及び「１株
当たり当期純利益に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準委員会 平成14年９月25
日 企業会計基準適用指針第 4号）を適用し
ております。 

  

表示方法の変更 
前事業年度 当事業年度 

[ 
自 平成 14 年 2 月 21 日 
至 平成 15 年 2 月 20 日 ］ [ 

自 平成 15 年 2 月 21 日 
至 平成 16 年 2 月 20 日 ］ 

（損益計算書） 
前期まで特別損失の「その他」に含めて表示していた「退
店違約金等」は、特別損失の合計の 10/100 を超えること
となったため区分掲記することに変更しました。 
なお、前期における「退店違約金等」の金額は 58 百万
円であります。 

(貸借対照表） 
前期まで固定資産の「その他の投資等」及び「その他の
固定負債」に表示していた「為替予約繰延ヘッジ損失」及
び「為替予約」は、資産合計及び､負債及び資産合計のそ
れぞれ1/100を超えることとなったため区分掲記すること
に変更しました。 
なお、前期における「為替予約繰延ヘッジ損失」及び「為
替予約」の金額は 15 百万円であります。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 
前事業年度 

（平成 15 年 2 月 20 日） 
当事業年度 

（平成 16 年 2 月 20 日） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 １．有形固定資産の減価償却累計額 
8,388 百万円 10,060 百万円 

２．担保に供している資産 ２．担保に供している資産 
  

建物 2,172 百万円
土地 5,627 百万円
差入保証金・敷金 356 百万円
合計 8,156 百万円

  

  
建物 1,046 百万円
土地 4,122 百万円
差入保証金・敷金 337 百万円
合計 5,506 百万円

  

上記に対応する債務は次のとおりであります。 上記に対応する債務は次のとおりであります。 
  

長期借入金 3,101 百万円
（１年内返済予定額を含む） 

  

  
長期借入金 1,130 百万円
（１年内返済予定額を含む） 

  
３．関係会社に対する負債には、区分掲記されたものの他に、
次のものがあります。 

３．関係会社に対する負債には、区分掲記されたものの他に、
次のものがあります。 

  
買掛金 286 百万円

  

  
買掛金 359 百万円

  
  
４. 授権株式数 72,000,000 株 
 発行済株式総数 22,281,670 株 
  

  
４. 授権株式数 72,000,000 株 
 発行済株式総数 23,471,720 株 
  

ただし、自己株式の消却が行われた場合には、これ
に相当する株式数を減じることができる旨定款で
定めております。 
 

ただし、自己株式の消却が行われた場合には、これ
に相当する株式数を減じることができる旨定款で定
めております。 

５．偶発債務 ５．偶発債務 

信託委託により譲渡した差入保証金の償還履行保証 
                  1,251 百万円 

信託委託により譲渡した差入保証金の償還履行保証 
                  1,137 百万円      
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（損益計算書関係） 

前事業年度 当事業年度 

[
自 平成 14 年 2 月 21 日 
至 平成 15 年 2 月 20 日 ] [

自 平成 15 年 2 月 21 日 
至 平成 16 年 2 月 20 日 ] 

１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ
ております。 

１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ
ております。 

 
商品仕入高 4,748 百万円

受取配当金 89 百万円

 

  

 
商品仕入高 5,050 百万円

 

 

  
２．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 ２．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 
 

販売費及び一般管理費 37 百万円

その他営業外費用 1 百万円
  

販売費及び一般管理費の主なものは、広告宣伝
費への振替額 24 百万円及び消耗品費への振替
額 10 百万円であります。 
 

３．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。 
  
建物 0 百万円
工具器具備品 4 百万円
合計 4 百万円

 
 

 
販売費及び一般管理費 72 百万円

その他営業外費用 1 百万円
  
販売費及び一般管理費の主なものは、広告宣伝
費への振替額 56 百万円及び消耗品費への振替
額 12 百万円であります。 
 

 ３．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。 
 
      車輌運搬具           1 百万円 

４．固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ４．固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 
 

建物 27 百万円

車輌運搬具 0 百万円

工具器具備品 6 百万円

長期前払費用 52 百万円

合計 86 百万円
 

 
建物 6 百万円

構築物 0 百万円

工具器具備品 0 百万円

合計 7 百万円
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（リース取引関係） 

前事業年度 当事業年度 

自 平成 14 年 2 月 21 日 自 平成 15 年 2 月 21 日 
［ 
至 平成 15 年 2 月 20 日 

］ ［ 
至 平成 16 年 2 月 20 日 

］ 

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス･リース取引 

Ⅰ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの
以外のファイナンス･リース取引 

  １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
及び期末残高相当額 

  １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額
及び期末残高相当額 

  取得価額
相 当 額 

減価償却累
計額相当額 

期末残高
相 当 額 

   取得価額
相 当 額 

減価償却累
計額相当額 

期末残高
相 当 額 

 

  百万円 百万円 百万円    百万円 百万円 百万円  
 機械装置 1,366 269 1,097   機械装置 1,374 414 960  

 
車両運搬具 46 9 36 

  
車両運搬具 46 22 24 

 

 工具器具 
備 品 

3,935 1,670 2,264 
  工具器具 

備 品 
9,046 2,253 6,792 

 

 ソフト 
ウェア 

306 31 275 
  ソフト 

ウェア 
340 86 253 

 

 合計 5,655 1,980 3,674   合計 10,808 2,776 8,031  

            
  ２．未経過リース料期末残高相当額   ２．未経過リース料期末残高相当額 
 １年内           975 百万円   １年内          1,141 百万円  
 １年超         2,736 百万円   １年超          2,841 百万円  

 合  計         3,712 百万円   合  計          3,982 百万円  
  
  ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額   ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

     支払リース料 906 百万円       支払リース料 1,199 百万円  
     減価償却費相当額 859 百万円       減価償却費相当額 1,136 百万円  
     支払利息相当額 61 百万円       支払利息相当額 73 百万円  
  
  ４．減価償却費相当額の算定方法   ４．減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額
法によっております。 

同    左 

  
５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額
を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息
法によっております。 

同    左 

Ⅱ オペレーティング・リース取引 Ⅱ オペレーティング・リース 
     未経過リース料      未経過リース料 
 １年内           107 百万円   １年内            107 百万円  
 １年超           393 百万円   １年超            280 百万円  
 合 計            500 百万円   合 計             388 百万円  
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（有価証券関係） 
 前事業年度（平成 15 年２月 20 日現在）及び当事業年度（平成 16 年２月 20 日現在）における子会 

社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 
前事業年度 当事業年度 

自 平成 14 年 2 月 21 日 自 平成 15 年 2 月 21 日 ［
至 平成 15 年 2 月 20 日 

］ ［
至 平成 16 年 2 月 20 日 

］ 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因 
別の内訳 

(1)繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別
の内訳 

繰延税金資産（流動資産） 繰延税金資産（流動資産） 
 
未払事業税・事業所税 217 百万円
未払不動産取得税 37 百万円
賞与引当金 97 百万円
その他 30 百万円
小計 382 百万円

  

 
未払事業税・事業所税 517 百万円
未払不動産取得税 29 百万円
賞与引当金 186 百万円
その他 29 百万円
小計 763 百万円

  

繰延税金資産（固定資産） 繰延税金資産（固定資産） 
 
退職給付引当金繰入超過額 235 百万円
減価償却費超過額 143 百万円
役員退職慰労引当金 72 百万円
貸倒引当金繰入超過額 131 百万円
その他 80 百万円
小計 662 百万円

  

 
退職給付引当金繰入超過額 304 百万円
減価償却費超過額 214 百万円
役員退職慰労引当金 77 百万円
貸倒引当金繰入超過額 3 百万円
その他 78 百万円
小計 677 百万円

  

繰延税金負債（固定負債） 繰延税金負債（固定負債） 
 
その他有価証券評価差額 △3百万円
その他 △1百万円
小計 △4百万円
 
繰延税金資産（固定資産）の純額 657 百万円

  
 (2)外形標準課税制度の導入に伴う税効果会計適用上の 
    決算日後における法人税等の税率の変更について 
      平成 15 年３月 31 日に公布された「地方税法等の
一部を改正する法律」により法人事業税に外形標準
課税制度が導入されることになりました。 

    これにより、平成 18 年２月期以降の税効果会計に
おいて適用される税率は、従来の 41.7％から改正後
の税率 40.4％となります。 

   改正後の税率を当期に適用した場合の繰延税金資
産は、改正前の税率を適用した場合に比べ 16 百万
円減少します。 

 
その他有価証券評価差額 △48 百万円
その他 △1百万円
小計 △49 百万円
 
繰延税金資産（固定資産）の純額 627 百万円

    

―――――――― 
 

  
（重要な後発事象） 
   平成 16 年 1 月 16 日開催の当社取締役会における株式分割（無償交付）の決議に基づき、平成 16 
  年４月９日付をもって、普通株式１株につき 1.2 株に分割します。 
   （1）分割により増加する株式数 
           普通株式とし、平成 16 年２月 20 日最終の発行済株式数に 0.2 を乗じた株式数とする。 
   （2）分割の方法 
      平成 16 年２月 20 日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主の所有株 
     式数を、１株につき 1.2 株の割合をもって分割する。 
   （3）配当起算日      
     平成 16 年２月 21 日  
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（商品別売上高関係）                                                              (単位：百万円) 

前事業年度 当事業年度 

自 平成 14 年 2 月 21 日 自 平成15年 2月21日 
[ 至 平成 15 年 2 月 20 日 ］ [ 至 平成16年 2月20日 ］ 

 
増減 
（△印減） 

             期  別 
 
 
商品別 売  上  高 構成比 売  上  高 構成比 金 額 増減率 

  ％  ％  ％ 

単 品 収 納 家 具 4,256  4.8  4,870  4.5  614  114.4  

ｿﾌｧｰ・ﾘﾋﾞﾝｸﾞｾｯﾄ 10,187  11.5  11,389  10.5  1,201  111.8  

ベ ッ ド 9,894  11.2  12,674  11.6  2,780  128.1  

リビングボード 2,684  3.0  3,065  2.8  380  114.2  

ﾀﾞｲﾆﾝｸﾞﾙｰﾑ家具 8,696  9.9  10,785  9.9  2,089  124.0  

大 型 収 納 家 具 2,311  2.6  2,282  2.1  △29  98.7  

家 
 
 
 
 
 
 
 
具 

学習・書斎・ｵﾌｨｽ家具 4,725  5.4  5,565  5.1  839  117.8  

 
小     計 42,758  48.4  50,633  46.5  7,875  118.4  

ｲ ﾝ ﾃ ﾘ ｱ ｿ ﾌ ﾄ 用 品 27,726  31.4  36,285  33.4  8,559  130.9  

ｲ ﾝ ﾃ ﾘ ｱ ﾊ ｰ ﾄ ﾞ用品 17,775  20.2  21,858  20.1  4,082  123.0  

イ
ン
テ
リ
ア
用
品 

小     計 45,501  51.6  58,143  53.5  12,642  127.8 
 

 合     計 88,259  100.0  108,777  100.0  20,517  123.2  

（注）百万円未満は切り捨てて表示しております。 
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14．役 員 の 異 動 

１． 代表者の異動 

該当事項はありません。 

 

２． その他の役員の異動（平成 16 年５月 14 日付予定） 

（１）新任取締役候補 

該当事項はありません。 

（２）退任予定取締役    
現 常務取締役  金澤  昭雄 （当社顧問就任予定） 
現 取締役  三浦  順  
現 取締役  上野  勝邦  
現 取締役  久保  隆男  
現 取締役  高野  徹朗  
現 取締役 阿部  和次  

（３）昇格予定 
常務取締役 白井  俊之 現 取締役 組織開発室長 
常務取締役 池田  匡紀 現 取締役 営業企画室長 
常務取締役 金平  嘉宏 現 取締役 ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｻﾞｰ部ｾﾞﾈﾗﾙﾏﾈｼﾞｬｰ 
常務取締役 古宮  小進 現 取締役 ﾎｰﾑﾌｧｯｼｮﾝ商品部ｾﾞﾈﾗﾙﾏﾈｼﾞｬｰ 

（４）新任監査役候補 
監査役 上野  勝邦 現 取締役 販売促進部ｾﾞﾈﾗﾙﾏﾈｼﾞｬｰ 
監査役 久保  隆男 現 取締役 社長室長 
監査役（非常勤） 筒井 昭光 現 株式会社ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｾﾝﾀｰ 取締役 
なお、筒井 昭光氏は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第 18 条第１項 

に定める社外監査役の資格を有しております。 

（５）退任予定監査役 
現 監査役 寺口   司 （当社顧問就任予定） 
現 監査役（非常勤） 加勢  清光  

（６）新任執行役員候補 
執行役員 阿部  和次 現 取締役  
執行役員 三浦  順 現 取締役  
執行役員 村中  尚登 NT HONGKONG CO., LTD 出向(ｾﾞﾈﾗﾙﾏﾈｼﾞｬｰ) 
執行役員 風晴  雄一 家具商品部ｾﾞﾈﾗﾙﾏﾈｼﾞｬｰ 
執行役員 野嶽  直樹 経理部ｾﾞﾈﾗﾙﾏﾈｼﾞｬｰ 

 

 

 

 

 


